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仕事と家庭の両立推進に関する調査結果 

Ⅰ調査概要 

１ 調査の目的 

   この調査は、市内の民間事業所における「仕事と家庭の両立」支援の取組状況

や意識などについて把握し、市と企業等との協働による両立支援施策などを検討

する基礎資料とすることを目的に実施したものである。 

 

２ 調査対象 

   市内の民間事業所のうち、常時雇用者数が 5人以上の５３８事業所 

 

３ 調査基準日 

   平成 18 年 7 月 1 日現在 

 

４ 調査項目 

設問１ 「一般事業主行動計画」の策定状況 

 

設問２ 就業規則等（育児休業制度等）の内容・利用状況 

 

設問３ 「仕事と家庭の両立」についての問題意識 

 

設問４ 「仕事と家庭の両立」推進のために取り組んでいる事項 

 

設問５ 「仕事と家庭の両立」推進のために導入を考えている事項 

 

設問６ 市と企業等との協働による「仕事と家庭の両立」推進の取り組み等 

 

設問７ 一般市民等に対する子育て支援の取り組み状況 

 

設問８ 子育て支援に関する意見等 

 

５ 調査方法 

   調査対象事業所に郵送による調査票の配付及び回収を行った。 

   （千歳市労働基本調査（商業労働課）と合わせて実施） 
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６ 調査票の回収結果 

（１）回答件数と回収率 

１６０の事業所から回答があり、回収率は２９.７％であった。 

 

  （２）回答事業所の規模別及び業種別の状況 

回答のあった事業所の規模別（従業員数）及び業種別の状況は、次のとお

りである。  （図表１、２、表１、２） 

 

 

事業所の規模別状況表（図表１）      事業所の業種別状況表 （図表２） 

 
事業所の業種別状況 (図表２) 

サービス業
２８社

不動産業
２社

医療 福祉
６社

金融
保険業
５社

卸売・小売
飲食業
２７社

運輸
通信業
１３社

電気・ガス 
水道業
４社

製造業
３７社

農林業
４社

不明・無回答

１社

建設業
３３社

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所の規模別状況 (図表 1)

31 人～ 
100 人 
４０社 

30 人以下
９８社

301 人
以上 

 

・ 

 ４社

不明
無回答 
２社101 人～ 

300 人 
１６社 

 

 

事業所の規模別状況表 （表１）     事業所の業種別状況表 （表２） 

 

業種 事業所数 構成比

農林業 14社 2.5%

建設業 33社 20.6%

製造業 37社 23.1%

電気・ガス・水道業 14社 2.5%

運輸・通信業 13社 8.1%

卸売・小売・飲食業 27社 16.9%

金融・保険業 15社 3.1%

医療・福祉 16社 3.8%

不動産業 12社 1.3%

サービス業 28社 17.5%

不明・無回答 11社 0.6%

合計 160社 100%

 

 
 

従業員数 
事業所数 構成比 

30 人以下 98社 61.2%

31 人～100 人 40社 25.0%

101 人～300 人 16社 10.0%

301 人以上 14社 2.5%

不明・無回答 12社 1.3%

合計 160社 100%

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 



Ⅱ調査結果の概要 

１ 「一般事業主行動計画」の策定状況 

 

（１）「一般事業主行動計画」の策定状況 

「一般事業主行動計画」を策定している事業所は１５社（９.４％）あり、

今後策定する予定の事業所は、５社（３.１％）となっている。 

一方、策定していない事業所は１１２社（７０.０％）であり、多くの事業

所が策定していない状況となっている。（図表３） 

 

 
「一般事業主行動計画」の策定状況　　(図表3)

策定している
１５社

今後策定する
予定
５社

策定していない
１１２社

不明・無回答
２８社

 

 
（９.４％）

 
（１７.５％）

 （３.１％） 

 

 

 
（７０.０％） 

 

 

 

（２）「一般事業主行動計画」の策定時期 

「一般事業主行動計画」の策定時期は、時期について回答があった１３社  

のうち１２社が平成１７年度までに策定をしている。(表３) 

 

 

    「一般事業主行動計画」の策定時期      （表３） 
 

H15 H17 H18 策定 年  

     月 12 3 4 6 7 9 10 4 
合計(社) 

事業所数(社) 1 2 5 1 1 1 1 1 13 

 

 

 

（３）「一般事業主行動計画」の策定予定時期 

  今後、「一般事業主行動計画」を策定する予定とした５社のうち、時期に

ついて回答があった３社の策定時期は、２社が平成１８年度、１社が平成１

９年度となっている。 
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（４）「一般事業主行動計画」策定事業所の規模別状況 

「一般事業主行動計画」を策定している事業所の規模別状況では、従業員

数が３１人～１００人の事業所が６社で最も多くなっている。また、「一般

事業主行動計画」を策定している割合では、従業員数３０１人以上の事業所

が７５.０％（事業所数４社のうち３社が策定）の策定割合で最も高くなっ

ている。なお、この策定割合は、従業員規模が小さくなるほど低い傾向とな

っている。（表４） 

 

「一般事業主行動計画」策定事業所の規模別状況表    （表４） 

 

 

事業所数(社) 策定事業所数(社) 策定割合(%) 
従業員数 

ａ ｂ ｂ／ａ 

30 人以下 98 3 3.1

31 人～100 人 40 6 15.0

101 人～300 人 16 3 18.8

301 人以上 4 3 75.0

不明・無回答 2 0 0

合計 160 15 9.4

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（５）「一般事業主行動計画」策定事業所の業種別状況 

「一般事業主行動計画」を策定している事業所の業種別状況では、製造業、

運輸・通信業、卸売・小売・飲食業、サービス業の４業種のみとなっている。  

（表５） 

 

「一般事業主行動計画」策定事業所の業種別状況表    （表５） 

事業所数(社) 策定事業所数(社) 策定割合(%)
業種 

ａ ｂ ｂ／ａ 

農林業 4 0 0

建設業 33 0 0

製造業 37 6 16.2

電気・ガス・水道業 4 0 0

運輸・通信業 13 3 23.1

卸売・小売・飲食業 27 4 14.8

金融・保険業 5 0 0

医療・福祉 6 0 0

不動産業 2 0 0

サービス業 28 2 7.1

不明・無回答 1 0 0

合計 160 15 9.4
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２ 就業規則等（育児休業制度等）の内容・利用状況    

（１）育児休業制度の規定がある事業所 

育児休業制度を就業規則で規定している事業所は１０４社（６５.０％）、

 

規定がない事業所は、３１社（１９.４％）となっている。（図表４） 

（２） 育児休業制度の内容等 

        は、原則として「子が１歳に達するまでの間」と 

うち、育児休業制度の内

容

や条件など）を超える育児休業制度」の

事

育児休業制度の状況　　(図表4)

規定あり
104社
(65.0%)

規定なし
31社
(19.4%)

不明・無回答
25社
(15.6％)

 

   育児休業制度の休業期間

されているが、平成 17 年４月の「育児、介護休業法」の改正に伴い、子が

１歳を超えても休業が必要と認められる一定の場合には、「子が１歳６か月

まで休業可能」と休業期間の延長がされている。 

育児休業制度を就業規則で規定している事業所の

を「①子が１歳に達するまでの間､休業が可能な育児休業制度」とする事

業所が４０社、「②子が１歳６か月まで休業が可能な育児休業制度」とする

事業所が４３社となっている。 

また、「③法定（①②の休業期間

業所が２１社となっている。（図表５） 

 

育児休業制度の規定がある事業所　　(図表５)

①
40社

②
43社

③
21社

　①　子が１歳に達するまでの間、休業が可能な育児休業制度を規定
　②　子が１歳６か月まで休業可能な育児休業制度を規定
　③　法定を超える育児休業制度を規定

育児休業制度等の
規定がある事業所

０社 １０４社
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 （３） 育児休業制度の規定がある事業所の規模別状況 

従業員規模別状況は、次の

     （表６） 

 

４）  育児休業制度の規定がある事業所の業種別状況 

業種別状況は、次のとおり

で

育児休業制度の規定がある事業所の業種別状況表    （表７） 

 

   育児休業制度を就業規則で規定している事業所の

とおりである。規定がある事業所の割合は、従業員規模が大きくなるほど高い

傾向となっている。（表６） 

 

育児休業制度の規定がある事業所の規模別状況表

育児休業制度の内訳 
事業所数 割合 

育児休業制

度規定事業

所数 

(社) 

(％) (社) 

従業員数 ａ ｂ/ａ

①子が１歳に達するま

）

③法定を超える育児休

ｂ 

での間、休業が可能

な育児休業制度を規

定する事業所数 （社

②子が1歳6か月まで休

業が可能な育児休業

制度を規定する事業

所数 (社) 

業制度を規定する事

業所数 (社) 

30 人以下 11 98 55 56.1 25 19 

31  人～100 人 40 30 75.0 9 14 7 

101 人～300 人 16 15 93.8 5 8 2 

301 人以上 4 4 100 1 2 1 

不明・無回答 2 0 0 0 0 0 

合計 160 104 65.0 40 43 21 

 

（

育児休業制度を就業規則で規定している事業所の

ある。  （表７） 

 

育児休業制度の内容等 事業所
育児休業

数 

(社) 

制度規定

事業所数

(社) 

 

割合 

(％) 

業種別 ｂ/ａ

①子が１歳に達するま 超える育児休

ａ ｂ 

での間、休業が可能

な育児休業制度を規

定する事業所数 （社）

②子が1歳6か月まで

能な

③法定を

休業が可 育児

休業制度を規定す

る事業所数 (社) 

業制度を規定する事

業所数 (社) 

農林業 1 4 1 25.0 0 0 

建設業 33 12 36.4 6 3 3 

製造業 37 32 86.5 9 15 8 

電気・ガス・水道業 4 2 50.0 2 0 0 

運輸・通信業 13 9 69.2 2 3 4 

卸  売・小売・飲食業 27 18 66.7 7 11 0 

金融・保険業 5 5 100 2 1 2 

医療・福祉 6 5 83.3 1 4 0 

不動産業 2 2 100 1 1 0 

サービス業 28 18 64.3 10 5 3 

不明・無回答 1 0 0 0 0 0 

合計 1 104 65.60 0 40 43 21 
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（５）「育児休業終了後の原職又は原職相当職への復帰制度」及び「育児のため 

職への復帰制度」と「育

児

 

６）「育児休業終了後の原職又は原職相当職への復帰制度」及び「育児のため

状況

は

育児休業終了後の原職又は原職相当職への復帰制度」及び「育児の 
（表８） 

の勤務時間短縮等の措置」の規定がある事業所 

調査では、「育児休業終了後の原職又は原職相当

のための勤務時間短縮等の措置」についても就業規則で規定しているか尋

ねているが、制度等を就業規則で規定している事業所は、どちらも８２社（５

１.３％）となっている。 

（

の勤務時間短縮等の措置」の規定がある事業所の規模別、業種別状況 
 
上記制度等について就業規則で規定している事業所の規模別、業種別

、次のとおりである。（表８及び表９） 

 
「
ための勤務時間短縮等の措置」の規定がある事業所の規模別状況表  

④育児休業終了後の原職 ⑤育児のための勤務時間 

又は原職相当職への復帰制度 短縮等の措置 
事業所

数 

(社) 
規 規

割合（%） 
定がある事

割合（%） 
業所数（社）

定がある事

業所数（社） 

従業員数 ａ ｂ ｂ/ａ ｃ ｃ/ａ 

30 人以下 8 998 41 41. 44 44.

31  人～100 人 40 25 62.5 22 55.0

101 人～300 人 16 13 81.3 13 81.3

301 人以上 4 3 75.0 3 75.0

不明・無回答 2 0 0 0 0

合計 160 51. 51.82 3 82 3
 
育児休業終了後の原職又は原職相当職への復帰制度」及び「育児の 

（表９）  
「
ための勤務時間短縮等の措置」の規定がある事業所の業種別状況表  

④育児休業終了後の原職又は原 ⑤育児のための勤務時間短縮

職相当職への復帰制度 等の措置 
事業所

数 

(社) 
規

%） 
規定がある事

割合（%） 
定がある事

割合（
業所数（社） 業所数（社） 

業種別 ａ ｂ ｂ/ａ ｃ ｃ/ａ 

農林業 0 04 1 25. 1 25.

建設業 33 11 33.3 9 27.3

製造業 37 28 75.7 24 64.9

電気 業 ・ガス水道 4 2 50.0 3 75.0

運輸・通信業 13 8 61.5 8 61.5

卸  売・小売・飲食業 27 11 40.7 13 48.1

金融・保険業 5 4 80.0 4 80.0

医療・福祉 6 4 66.7 4 66.7

不動産業 2 2 100 2 100

サービス業 28 11 3 59.3 14 0.0

不明・無回答 1 0 0 0 0

合計 160 51. 51.82 3 82 3
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（７）育児休業制度等の利用状況 

等の直近１年間の利用状況では、女性従業員

の

れもなく、制度利用は進んでいない。 

（

育児休業制度等の利用状況表        （表 10） 

割合 

事業所における育児休業制度

制度利用は、①「子が１歳に達するまでの間､休業が可能な育児休業制度」

は２５人（１３.７％）、②「子が 1歳 6か月まで休業が可能な育児休業制度」

は５人（５.１％）、③「法定を超える育児休業制度」では２人（４.３％）

が利用しているほか、④「育児休業終了後の原職又は原職相当職への復帰制

度」では１５人（１３.８％）、⑤「育児のための勤務時間短縮等の措置」で

は６人（４.８％）が利用している。 

しかし、男性従業員の制度利用はいず

表 10） 

 

対象者 利用者数  

ａ ｂ ｂ/ａ 

男 30  03 人 人 0%

女 182 人 25 人 13.7%

①子が１歳に達するまで

合計 

の間、休業が可能な育児

休業制度 485 人 25 人 5.2%

男 255 人 0 人 0%

女 98 人 5 人 5.1%

②子が か月まで休業

合計 

1歳6

が可能な育児休業制度 

353 人 5 人 1.4%

男 198 人 0 人 0%

女 47 人 2 人 4.3%

③法定を超える育児

合計 2

休業制度 

45 人 2 人 0.8%

男 265 人 0 人 0%

女 109 人 15 人 13.8%

④育児休業終了後の

合計 

原職又は原職相当

職への復帰制度 374 人 15 人 4.0%

男 276 人 0 人 0%

女 124 人 6 人 4.8%

⑤ 務

合計 

育児のための勤

時間短縮等の措置 

400 人 6 人 1.5%
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３ 「仕事と家庭の両立」についての問題意識 

たところ、「重要な課題であり積

極

６

答えた事業所も６社（３.８％）あった。（図表６） 

 

で

 

「仕事と家庭の両立」についての問題意識別、事業所規模別状況    （表 11） 

従業員の「仕事と家庭の両立」について尋ね

的に取り組んでいる」と答えた事業所は２４社（１５.０％）となっている。 

「重要と考えており今後取り組んでいきたい」と答えた事業所も４２社（２

.２％）となっていたのに対し、「必要性を感じているが現在のところ対応は

考えていない」と答えた事業所が６０社（３７.５％）となっており、重要性・

必要性に対する問題意識は浸透しているものの、実際の取り組みはいまだ進ん

でいない状況がうかがえる。 

「必要性を感じていない」と

 

 

 
「仕事と家庭の両立」についての問題意識  (図表６) 

不明・無回答 
28 社 

必要性を感じていない
6社 

必要性を感じているが 
現在のところは対応は

重要と考えており今後 
取り組んでいきたい 

重要な課題であり積極 
的に取り組んでいる 

（

 （１７．５ ）％
24 社

 （１５.０％）

 
 （３.８％） 

 
  

考えていない 
42 社

（２６.２％） 

 60 社 
３７.５％）  

 

なお、事業所の従業員規模別状況では、従業員規模が大きいほど「重要な課題

あり積極的に取り組んでいる」、「重要と考えており今後取り組んでいきたい」

と答える事業所の割合が高い傾向となっている。（表 11） 

ア 重要な課題で イ 重要と考えて ウ 必要性を感じ エ 必要性を感じ 不明･無回答 

あり積極的に取

り組んでいる 

おり今後取り組

んでいきたい 

ているが現在の

ところ対応は考

えていない 

ていない 
事業

回答事
割合

回答事
割合

回答事
割合

回答事
割合

所数

(社) 
業所数

(社) 
(%) 

業所数

(社) 
(%)

回答事
割合

業所数

(社) 
(%)

業所数

(社) 
(%) 

業所数

(社) 
(%)

従業員数 ａ ｂ b/a ｃ c/a ｄ d/a ｅ e/a ｆ f/a

30 人以下 98 10 10.2 21 21.4 21.441 41.8 5 5.1 21 

31  人～100人 40 6 15.0 16 40.0 13 32.5 1 2.5 4 10.0

101人～300人 16 6 37.5 5 31.3 4 25.0 0 0 1 6.3

301 人以上 4 2 50.0 0 0 2 50.0 0 0 0 0

不 10明・無回答 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0

合計 1 15. 26. 37. 3. 160 24 0 42 2 60 5 6 8 28 7.5

 

 
 

９ 



４ 「仕事と家庭の両立」推進のために取り組んでいる事項  （複数回答） 

め

暇の一部を有給化」、

「

表「両立推進のための事項」（一般事業主行動計画策定指針から抜粋） 

 

現在、育児などを行う従業員を対象として「仕事と家庭の両立」を推進するた

に取り組んでいる事項について尋ねたところ、８２事業所から２６９件の回答

があり、別表「両立推進のための事項」（一般事業主行動計画策定指針から抜粋）

から「年次有給休暇の取得の促進」の取り組みをあげる回答が３３件（１２.３％）

と最も多く、次いで「短時間勤務制度の実施」が２９件（１０.８％）、「母性保

護や健康管理のため、妊娠中や出産後の制度の積極的周知や情報の提供、相談体

制の整備」が２３件（８.５％）となっている。（図表７） 

別表以外には、「小学校就学前までの子どもの看護等の休

法定に準じ実施」、「従業員の要望に対処して、希望に沿うようにしている」な

ど３件の事項についての取り組みの回答があった。 

 

別

「仕事と家庭の両立」推進に取り組んでいる事項　　(図表7)

15.6%

%

5.6%

5.9%

6.3%

6.7

6.7%

7.1%

8.6%

10.8%

12.3%

4.1%

0.0% 10.0% 15.0% 20.0%

１０ 

3.3

%

7.1%

5.0%

(回答数　２６９件)(回答事業所数８２社 回答数２６９件)

 ３３件

２９件 

２３件 

21  年次有給休暇の取得の促進 
 

８ 短時間勤務制度の実施 

１ 母性保護や健康管理のため、妊娠中や出産後の 

給休暇、 

 

見直す

入 

10  始業や就業時刻の繰上げや繰下げ制度の実施 

 男性の育児休業取得等の事項の周知 

 フレックスタイム制の実施 

8.5% 
  制度の周知、情報提供、相談体制の整備 

１９件 ２ 産休後、職場復帰の業務体制等の見直し等 

１９件 ３ 父親の休暇制度創設、年次有

育児休業等の取得促進等

７ 育児休業後,原職等に復帰させるため業務体制等を
 

14  小学校就学前まで病気看護の休暇制度の導
 

６ 育児休業期間の代替要員の確保、業務見直し等 
 

 

9 「ノー残業デー、ノー残業ウィーク」等の導入と拡充 1
 

５
 

９
 

 その他  

１８件 
１８件 
１７件 
１６件 

１５件 
１１件 
９件 
４２件 



５ 

延長時間の短縮等」がそれぞれ１３件（７.６％）となっ

て

）」など、３件の事項について今後、取り組ん

でいきたいとの回答があった。 

 

「仕事と家庭の両立」推進のために導入を考えている事項 （複数回答） 

従業員の「仕事と家庭の両立」を推進するため、今後、導入したいと考えてい

る事項について尋ねたところ、７４事業所から１７３件の回答があり、別表「両

立推進のための事項」（一般事業主行動計画策定指針から抜粋）から「年次有給

休暇の取得の促進」の取り組みをあげる回答が２５件（１４.５％）と最も多く、

次いで「父親の子どもが生まれる際の休暇制度の創設や休暇を取得しやすい環境

の整備、年次有給休暇、育児休業の取得促進を図る」が１６件（９.２％）、また、

「子どもの学校行事への参加のための休暇制度の導入」と「変形労働時間制の活

用、時間外労働協定の

いる。（図表８） 

なお、別表以外には、「半日年次有給休暇制の実施」、「育児休業社員の支援に

休業中の情報提供と復帰時の教育訓練の実施」、「短時間勤務制度の対象年齢の拡

大（育児）、適用期間の拡大（介護

 

「仕事と家庭の両立」推進に導入を考え

6.4%

7.5%

%

14.5%

0

る事項　　（図表8）

7.5%

9.2

(回答数　１７３件)

 

入と拡充 

職希望者を優先的に採用 

   その他 

 

２５件 

１６件 

１３件 

１３件 

１１件

(回答事業所数７４社 回答数１７３件)

7.6% 

7.6% 

21 年次有給休暇の取得の促進 

３ 父親の休暇制度創設、年次有給休暇、 

育児休業等の取得促進等 
 

17 子どもの学校行事へ参加の休暇制度導入 
 

20 変形労働時間制の活用や延長時間の短縮等 
 

19 「ノー残業デー、ノー残業ウィーク」等の導
 

２ 産休後、職場復帰の業務体制等の見直し等 
 

16 子どもの検診・予防接種のための休暇制度 
 

18 出産等で退職の際の再就
 

８ 短時間勤務制度の実施 
 

６ 育児休業期間の代替要員の確保、業務体制の見直し等 
 

10 始業や就業時刻の繰上げや繰下げ制度の実施 
 

15 子育てのため勤務地や労働時間等を限定 
 

22 短時間、隔日勤務等多様型ワークシェアリングの導入 
 

 

 

 

 

１１ 
９件 

19.1%

5.2%

5.2%

.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0%

5.2%

4.0%

4.0%

4.0%

4.0%

4.0%

4.0% 

4.0% 

4.0% 

4.0% 

4.0% 

３３件 

９件 

９件 

７件 

７件 

７件 

７件 

７件 

９件 



６ 

の両立」推進の取り組み等について尋

（１）市内企業・団体・市などで協議会等を設置し両立推進策を協議し取り組む

  

が参加はしない」と答えた事業所が４５社（２ 

８

で、「よ 

（２） 

、「よいが参加はしない」答えた事業所が３７社(２

３

で、「よ 

ている。 

  

催」が２５件（１７.４％）と、具体的取り組み

を

他として、「広報活動」の取り組みをあげる回答(１件)があった。 

（図表９） 

市と企業等との協働による「仕事と家庭の両立」推進の取り組み等 

市と企業等との協働による「仕事と家庭

ねたところ、次のとおり回答があった。 

ことについて 

  このことについて、「わからない」と答えた事業所が６６社（４１.３％） 

と最も多く、次いで、「よい

.１％）となっている。 

「よい参加したい」と答えた事業所が９社（５.６％）あるが、一方

いと思わない」と答えた事業所が６社（３.８％）となっている。 

 市独自の「ファミリー・フレンドリー企業表彰」等に取り組むことについて 

上記取り組みについて、「わからない」と回答えた事業所は７５社（４６.

９％）と最も多く、次いで

.１％）となっている。 

「よい参加したい」と答えた事業所が６社（３.８％）あるが、一方

いと思わない」と答えた事業所が５社（３.１％）となっ

（３） その他の取り組み事案でよいと思うこと（複数回答） 

  その他の取り組み事案でよいと思うことを尋ねたところ、１１７の事業所か

ら１４４件の回答があり、「特にない」との回答が５３件（３６.８％）と最も

多いが、一方で、「仕事と家庭の両立の講演会等の開催」が３９件（２７.１％）、

「両立推進の取り組みが優良な事業所等の紹介」が２６件（１８.０％）、「行動

計画策定のための講習会等の開

あげる回答も多くあった。 

なお、その

 

仕事と家庭の両立」推進のため、市と企業との協働による取り組み

(

９社
(5.6%)

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

(図表 9)「仕事と家庭の両立」推進のため、市と企業等と  の協働による取り組み
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７ 一般市民等に対する子育て支援の取組状況 

 

一般市民等に対して、子育て支援として取り組んでいる事項について尋ねたと 

ころ、５事業所から次の取り組みの回答があった。 

 

①「社内の会で出産や家族旅行に補助金を出す」   （サービス業） 

②「季節限定で搭乗ゲートにキッズランドを開設」 （運輸・通信業） 

③「チャイルドコーナーの開設」          （サービス業） 

④「赤ちゃん連れ、妊娠中の客等へＪＡＬスマイルサ 

ポートサービス各種の実施」          （運輸・通信業） 

⑤「地域の子ども達とのふれあいを大切に、各種お祭 

り、行事等の参加」               （サービス業） 

 

８ 子育て支援に関する意見等 

 

今回の調査に関し、１３の事業所から次のとおり、子育て支援に関する意見等 

があった。 

 

ア 子育て支援の取組状況について 

①特に「育児休業及び育児勤務及び子の看護のための不就業」の見直しな

ど、社員就業規則の改正を今年度実施 

②「次世代育成支援制度」として、育児短縮時間勤務を現行の満３歳到達

後の 3月末までを、小学校就学後の 4月末まで延長することを検討中 

 

イ 子育て支援の検討について 

①業務上女性の多い職場であることから、職員定着・確保の上から、具体

的な支援を検討したい。 

②会社への負担があまり大きくならない範囲で検討したい。 

③未婚者が多く、喫緊の対応を要さないが、今後検討していく段階である。 

④今まで育児に関しては、あまり企業として取り組みはしていないが、こ

れから徐々に取り組もうと思っている。 

⑤失業対策を趣旨に設立した会社ですが、子育て支援については、将来的

に大切な事で調査の趣旨も十分理解しており、該当者がでた場合、会社

設立の趣旨に素直に対処したい。 

 

ウ 市の助成や支援について 

①育児休業取得により他の従業員の確保・教育等が必要となるため、子育

て支援制度を設けている企業へ市からの助成金等があると良い。 

②両立支援は、企業側のみに努力や費用を求めるもので、行政側ももっと

支援してほしい。 

③補助金制度等が必要 

 

１３ 



 

エ その他 

①北海道地区では特に重要な問題と考えますが、店舗開店時間の勤務や顧

客対応を重視する必要がある小売業の特性から、残念ながら対応は限ら

れたものにならざるを得ないのが実情 

②事業自体が厳しいため新入社員の採用が出来ず、従業員の年齢が 30 歳

以上であって、子育て支援の取り組みがなかなか出来ないのが現状 

③仕事優先という昔ながらの意識がまだ経営者サイドにある。 
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